現地調査報告書
　　　年　　　月　　　日
　　□小規模事業資金

　　□起業家育成資金（開業後１年以上・分社化を除く。）　　　　の申し込みに当たり、
　　埼玉県中小企業制度融資要綱第５の２（２）イに基づき現地調査が必要なため、下記のとおり調査しました。
	受付機関名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	調査者役職氏名
	


記
	法人名又は

個人の屋号
	
	代表者名又は

申込者名
	

	１　事業所の決定状況
　　□未定・候補地　　　か所　→３へ（具体的計画又は客観的着手ありといえるか、総合的な判断を３に記載。）
　　　　　候補地の状況　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　□予定地 【 □更地 □店舗 □事務所 □工場、作業所 □倉庫 □資材置場 □住宅兼用 】 →３へ
　　　　　予定地の状況　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　□開業前だが事業所あり又は開業後　→２、３へ
２　事業所の確認（事業実態の確認に必要な範囲で記入）
（１）種類

□店舗　□事務所　□工場、作業所　□倉庫　□資材置場　□住宅兼用（小規模事業資金では書類添付）
（２）確認できた主な設備・取扱品
□電話　□ＦＡＸ　□コピー機　□コンピュータ　□材料　□商品（見本）　□その他（　　　　　　　　　　 　　　　）

□車両　登録番号 　　　  　　 　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　

（３）確認した帳簿等

□総勘定元帳　□仕訳帳　□現金（預金）出納簿　□預金通帳　□当座勘定照合表　□売上（受注）台帳

□商品（材料）台帳　□給与台帳　□固定資産台帳　□車両台帳　□月次試算表　□決算書

□申告書写　□伝票綴り　□顧客名簿　□カタログ

□その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（４）看板の有無　　　　□無　　□有　　【有の場合　　□見やすい位置・大きさ　　□耐久性がある】
（５）従業員（含む面談者）　家族　　　　　　人 ・ 常勤　　　　　　人 ・ 臨時　　　　　　人

　　　　　　　 うち確認人数　家族　　　　　　人 ・ 常勤　　　　　　人 ・ 臨時　　　　　　人

３　事業実態に関する意見

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


様式２６





（いずれかにチェックしてください）











